
 

一級河川球磨川水系川辺川ダム建設事業に係る公聴会における公述の方法その他公述の詳細

について 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 ７ 日 

国土交通省不動産・建設経済局 

総 務 課 土 地 収 用 管理 室 

 

 土地収用法（昭和 26年法律第 219号）第 23条第２項及び土地収用法施行規則（昭和 26年

建設省令第 33号）第６条第２項の規定により令和７年７月７日に公告した標記の公聴会につ

いて、次のとおり公述の方法その他公述の詳細を掲載します。 

 

（１）公述の時間  

①本公聴会は、２日間合計で最大約１０時間程度の公述を予定しています。 

②公述１件当たりの公述時間は３０分以内とします。「一級河川球磨川水系川辺川ダム建

設事業に係る公聴会における公述の申出書」の「３．公述希望日時及び公述時間」で選

択した時間に基づき、国土交通大臣が「公聴会において意見を述べることができる時間

等について（通知）」において通知した意見を述べることができる時間となります。こ

の意見を述べることができる時間には、起業者に質問をされる場合の質問及びそれに対

する答弁に要する時間を含みます。なお、複数の方が共同で公述を申し出ている場合も

１件あたりの公述時間は、通知した意見を述べることができる時間となります。 

③前の公述人が、予定されている公述時間よりも短い時間で公述を終了した等の場合には、

公述の開始時刻が早まることについて公述人から同意をいただいた上で、公述の開始時

刻を早めることがあります。 

④公述時間を超える場合は、議長より公述の禁止を命じられることになります。質問に対

する答弁も含め、公述時間内に終了するようにしてください。 

⑤国土交通大臣があらかじめ通知した予定の開始時刻に遅れた場合には、議長により公述時

間が短縮される又は公述できないとされることがあります。 

⑥他の公述人との公述時間の融通は認められません。 

  

（２）公述を希望される方の申出方法 

①公述を希望される方は、別掲の申出書（なお、申出書の用紙は、熊本県球磨郡相良村役

場企画商工課および同郡五木村役場ダム対策課にも備え付けてあります。）に必要事項

を御記入の上、郵送、ＦＡＸ、電子メール又は持参により、令和７年７月 18日（金）ま

で（必着）に、「(6)問い合わせ先」まで御提出願います。 

②複数の方が共同して申し出る場合であっても、公述人は３名以内としてください。 

③土地収用法施行規則第 11条第２項及び第３項の規定により、意見の陳述及び質問は、標

題の事業の範囲並びに申出書に記載された意見の要旨及び質問の要旨の範囲内で行わな

ければならないことに留意して、申出書を御記載願います。 

④上記期日までに申出書が到着しない場合及び提出された申出書に必要事項（土地収用法

施行規則第７条第１項各号に規定する事項）の記載の不備がある場合には、公述人とな
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ることができません。 

⑤公述の申出書に質問を希望する旨の記載があるときは、国土交通大臣又は議長より質問

の相手方となる起業者に対し、当該申出書の写しを送付することとなります。 

 

（３）公述人の決定及び通知 

①公述の申出が多数ある場合には、土地収用法施行規則第８条第２項の規定により、公述

人の数を制限することとなります。 

②公述を希望される日及び時間帯については、希望どおりにはならない場合があり得るこ

とをあらかじめ御承知おきください。 

③公述人の数を制限するか否かにかかわらず、公述の申出書（期限後に到着したもの及び

土地収用法施行規則第７条第１項各号に規定する事項のいずれかの記載がないものを除

く。）を提出された方については、公聴会の開催前に、以下の事項を通知させていただ

きます。（複数の方が共同して申し出ている場合には、代表者に正本を通知し、代表者

以外の者に正本の写しを通知させていただきます。） 

・公述人として意見を述べることができるか否か 

・公述人として意見を述べることができる方については、意見を述べることができる

時間及び予定の開始時刻 

通知は、申出書に記載された住所にあてて書面を郵送することなどにより行います。な

お、通知がない場合で、上記事項についてお知りになりたいときには、令和７年８月 25

日（月）から令和７年９月３日（水）までの間に「(6)問い合わせ先」に御連絡ください。 

 

（４）公述の方法 

①公述は、次の２通りの方法のいずれかによってください。 

・専ら御自分の意見を述べていただく方法 

・御自分の意見を述べるのと併せて、起業者に質問し答弁を聞く方法 

②公述については、以下の点に御注意ください。 

・意見の陳述及び質問は、土地収用法施行規則第 11 条第２項及び第３項の規定により、

標題の事業の範囲並びに申出書に記載された意見の要旨及び質問の要旨の範囲内で行

わなければならず、この範囲を超えて意見の陳述又は質問をした場合は、議長によりそ

の発言を禁止されることがあります。 

・公述では、起業者以外を相手方として質問をすることはできません。 

③同一人が複数件において公述することはできません。 

④公述は、口頭により行うこととし、資料等を配布することはできません。備え付けのパ

ソコン及び視聴覚機器（プロジェクター）の利用は、「公聴会において意見を述べるこ

とができる時間等について（通知）」の通知の際に同封する「公述等におけるパソコン

等の利用について（お知らせ）」に従って、事前にデータを提出された方に限り認めま

す。なお、公述人自らが持ち込んだパソコン、視聴覚機器（プロジェクター）等を公述

の際に使用することはできません。 
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（５）その他 

①土地収用法施行規則第 11 条の２第２項に規定する公述人等が遵守すべき事項及び同施

行規則第 11条の３第３項に規定する傍聴人が遵守すべき事項を定めた場合は、国土交通

省ホームページにて公開します。 

②公聴会においては、運営上の理由から、映像及び写真の撮影並びに録音等を行うことが

ありますのであらかじめ御承知おきください。 

③公聴会においては、マスコミによる取材を認めることとしておりますので、あらかじめ御承

知おきください。 

④本公聴会の議事録は、国土交通省ホームページにて公開します。 

 

（６）問い合わせ先 

本公聴会に関するお問い合わせ及び公述の申出は、以下の部局にお願いします。 

国土交通省不動産・建設経済局総務課土地収用管理室 

住  所 ： 〒１００-８９１８ 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

電  話 ： ０３－５２５３－８１１１  （内線 ２４１６４） 

Ｆ Ａ Ｘ  ： ０３－５２５３－８９２７ 

電子メールアドレス ： hqt-expr03@gxb.mlit.go.jp 

開庁時間は、月曜日から金曜日（祝祭日を除く。）の９時 30分～18時 15分（12時～13

時を除く。）です。 

なお、会場である『人吉市カルチャーパレス』へのお問い合わせは、御遠慮ください。 


